
日本労働研究雑誌50

Ⅰ　在宅勤務とは

　在宅勤務の研究についてはさまざまな切り口が存在
するが，本稿では 2 つの観点から述べる。1 つめは，
在宅勤務が家庭生活に及ぼす影響である。執筆時

（2024 年 1 月）において，在宅勤務を育児支援措置の
1 つに含めるかどうか議論されており，本論文でも在
宅勤務と家庭生活の関係について述べる。もう 1 つ
は，在宅勤務が職場にもたらす影響である。コロナ禍
により在宅勤務を利用しやすい仕事に従事している雇
用者とそうでない人が存在することが浮き彫りになっ
た。在宅勤務制度の利用を必ずしも望む従業員ばかり
でないため，制度利用者に対する不公平感や職場の不
和を生じうる。このため，職場単位で，在宅勤務制度
利用者の上司および同僚従業員の心理に関連する要因
について述べる。
　テレワークは，総務省によれば「ICT（情報通信技
術）を利用し，時間や場所を有効に活用できる柔軟な
働き方（総務省，n. d.）」のことである。雇用型テレ
ワークの 1 つに在宅勤務は位置づけられており，その
他には，施設外で働くモバイルワーク，職場以外の場
所で働く施設利用型勤務（サテライトオフィス）があ
る。在宅勤務の研究については，日本ではコロナ禍の
短期間に著作が発表されており（e.g., 江夏ほか 2021；
髙橋・加藤編 2022a, 2022b），海外の研究においても
2020 年以降にテレワークに関連する研究が明らかに
増えている 1）。
　このようにコロナ禍に研究が増えたものの，過去の
研究に意味がないわけではない。もともとテレワーク
という概念は，1970 年代にオイル・ショックによる
ガソリン価格高騰を機に，アメリカのロサンゼルスで
生まれた（スピンクス 1998）。その後，1985 年には
Academy of Management Review 誌において，Shamir 
and Salomon（1985）は，テレワークの影響について

のレビューを行い，自由度が高まり役割間葛藤が低下
するといったプラスの効果だけでなく，孤立感の高ま
りといったマイナスの効果が生じることも示してい
る。日本でも初期の著作にスピンクス（1998）があ
る。そこでは，テレワークになじまない仕事の存在，
テレワーク利用者には自己管理能力と自己動機付け能
力が必要であること，および在宅勤務の下では，研修
や OJT を実施することの難しさがあることなどが述
べられている。

Ⅱ　家庭生活にもたらす影響

　在宅勤務については，仕事と家庭生活の両立に関し
て，法律改正に向けた議論がされている。具体的に
は，在宅勤務の努力義務化や，短時間勤務制度の適用
が難しい場合の代替措置等に含むかどうかについてで
ある 2）。それでは，在宅勤務はどのように家庭生活に
影響を与えるのだろうか。
　仕事と家庭生活との関係については，心理学領域に
おいて仕事と家庭生活の葛藤（Work Family Conflict：
以下，「WFC」という）という概念が注目されてきた。
1970 年代以降，アメリカにおいてワーキングマザー
やシングルマザーの増加に伴い，WFC という概念が
注目されるようになった（藤本・吉田 1999）。
　この WFC については，6 つの次元に分かれる

（Carlson, Kacmer and Williams 2000；Greenhaus, 
Kacmer and Williams 1985）。まず，葛藤の方向性に
ついて，仕事から家庭生活への葛藤（W → F）と家
庭生活から仕事への葛藤（F → W）という 2 つに分
かれる。そして，葛藤の形態により「時間に基づく

（Time-based）」「 ス ト レ ス 反 応 に 基 づ く（Strain-
based）」「行動に基づく（Behavior-based）」の 3 つに
分けている。この W → F と F → W の 2 つの方向性
と，3 つの形態を掛け合わせた 6 つの次元に分けてい
る。日本における WFC の代表的な尺度には，Carlson, 
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Kacmer and Williams（2000）の妥当性を検証したワー
ク・ファミリー・コンフリクト尺度（Work Family 
Conflict Scale：WFCS）日本語版（渡井・錦戸・村
嶋 2006）がある。
　これまで在宅勤務と WFC の関係について，研究が
積み重ねられてきた。日常的にテレワークを利用して
い る 従 業 員 を 研 究 対 象 と し た Golden, Veiga and 
Simsek（2006）では，テレワークの頻度（仕事のう
ち家庭で働く時間の割合）が高いほど，W → F が低
下した。また，従業員の職務自由度が低い状況や，ス
ケジュールの柔軟性が高い場合には，テレワークの頻
度と W → F の負の関係が強まることが示されている
一方，テレワークの頻度が高いと逆に F → W が高ま
る結果が示されている。
　次に，メタ分析 3）の研究結果を見ていく。まず，
Gajendran and Harisson（2007）は，在宅勤務がもた
らす効果について，媒介変数および調整要因も考慮に
入れたうえで，WFC を含めて個人にもたらす影響に
ついて検証した 4）。このうち，在宅勤務については
WFC と有意な負の関係を有していた。次に，利用頻
度の違いについては，在宅勤務の利用頻度が高いと
WFC に有意な負の効果をもたらすが，利用頻度が低
いときは有意な関係がみられなかった。また，Allen 
et al.（2013）では，働く場所が柔軟な制度に関して，
制度があることと実際に利用するかという違いに注目
して，WFC との関係について研究を行った。その結
果，W → F，F → W ともに WFC と負の関係性が
あったが，制度があることと利用するのとではその効
果の強さが異なった。
　これまでの研究では，在宅勤務により W → F の葛
藤を低下させることが示されることが多い。これは，
職場では自身と直接は関係ない業務を行う必要もある
が，在宅では本来の業務に集中しやすい（Hosomi 
and Kano 2022）こともあるだろう。一方，F → W に
ついては在宅勤務にもたらす結果が分かれており，
F → W が高まる可能性を示唆する結果もある。この
ため，在宅勤務者の F → W について配慮することも，
従業員に対するサポートの選択肢となる。日本の研究
では，在宅勤務では W → F と F → W とでは，求め
られるサポートが異なることが示されている（麓・松
下・森永 2022）。麓・松下・森永（2022）は，在宅勤
務者の上司からのサポートを 2 つに分けて分析した結
果，W → F は上司からの積極的支援により低下した

が，F → W は上司からの受動的支援により低下する
ことを示した。
　一方，従業員が非自発的に在宅勤務に従事すること
になると，必ずしも良好な効果をもたらさないことが
示唆されている。Lapierre et al.（2016）は，非自発
的に在宅勤務に参加した営業職の従業員を対象に研究
を行った。その結果，在宅勤務の時間が多くなると，
時間に基づく W → F には影響を及ぼさないが，スト
レス反応に基づく W → F が高い結果となった。この
ため，在宅勤務が家庭生活にもたらす効果について
は，本人が在宅勤務を望んでいるかどうかも考慮に入
れることが必要になる。

Ⅲ　在宅勤務利用者と上司・同僚

　在宅勤務を希望していない人がいる一方，在宅勤務
を利用したいが利用しづらいという従業員もいる。こ
の制度の利用しやすさを検討するには，職場の上司・
同僚にも注目する必要がある。職場内には，制度利用
者だけでなく，上司や同僚従業員も存在するが，すべ
ての従業員が在宅勤務制度の利用を一律に歓迎すると
は限らない。在宅勤務は，仕事の性質上，在宅勤務に
なじみづらい仕事も存在し，制度の利用が必ずしも歓
迎されないこともある。育児を理由とする短時間勤務
制度の研究でも，恩恵を受ける度合いの少ない同僚従
業員は不公平感を生じうることや，職場環境要因に
よって制度の利用に対する寛容度が変化しうる（e.g., 
細見 2017）。このため，在宅勤務においても，制度利
用者だけでなく，職場内の上司と同僚従業員にも焦点
をあてたより広い観点から，その心理に影響する要因
について考察する必要がある。
　まず，制度利用者の上司の寛容度については，個人
の信念だけでなく，職場環境要因や組織文化の要因も
影響を与えている。ワーク・ライフ・バランス支援制
度に対する寛容度についての研究では，Poelmans 
and Beham（2008）は，制度利用者や上司の性格と
いった個人的要因だけでなく，制度がどの程度攪乱要
因となり得るかといったグループ要因や，組織でどの
程度家庭生活に支援的であるかが，上司の WLB 支援
制度に影響を与えるという枠組みを呈示している。テ
レワークでも，外部的要因により上司の制度利用に対
する許容度が増減することが示されている。Beham, 
Baierl and Poelmans（2015）は，ドイツの管理職を
対象に，テレワークの許容度に影響をもたらす要因に
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ついて研究した。その結果，家庭生活に支援的な雰囲
気や相互依存性の低さがあれば，上司の寛容度が高く
なることも示している。また，Park and Cho（2022）
は，テレワークがどの程度職場に影響を及ぼすかとい
う上司の認知に及ぼす要因について研究を行った。そ
の結果，上司の経験や熟達度だけでなく，経営による
サポートや，テレワークにおける仕事配分の公平性
も，テレワークに対する影響の認知に影響を及ぼすこ
とが示された。
　同僚従業員が，在宅勤務制度の利用に対してどのよ
うに知覚するかについても，職場環境要因の影響を受
ける。これまで短時間勤務制度などの WLB 支援制度
について，従業員の公平知覚の観点から研究がなされ
ている（細見・関口 2013；三崎・千田 2023）が，在
宅勤務においても同僚従業員について研究されてき
た。Golden（2007）は，在宅勤務者を行っている同
僚従業員に対する満足度に影響を与える要因を研究し
た。その結果，在宅勤務者の割合が高いほど，在宅勤
務者に対する満足度が低下した。一方で，在宅勤務を
行う時間が少ないときや，職場自律性が高いとき，対
面の関わり度合いが低い場合については，そうでない
場合と比べると，在宅勤務の割合が高くなっても同僚
従業員に対する満足度に影響を及ぼさないという結果
が示されている。また細見・藤本（2022）は，コロナ
禍以前の日本で実施した質問紙調査を分析して，どの
くらいの頻度であれば同僚が在宅勤務制度を利用する
ことに対して不公平と知覚するかと，職場環境との関
係について研究した。分析の結果，職務自由度および
仕事の複雑性は，在宅勤務制度の利用者に対する公正
知覚に正の影響を与えた。特に，職務の相互依存性が
高いような環境では，職務自由度や仕事の複雑性が高
まると，公正知覚が高まることが示された。
　在宅勤務については，職務の相互依存性が，上司や
同僚従業員の寛容度に影響する。これまでのワーク・
ライフ・バランス支援制度に対する寛容度についての
研究（細見 2015, 2017；細見・関口 2013）では，職
務の相互依存性については注目していない。一方，在
宅勤務については働く場所が異なると，職場にいる他
の従業員の業務にも影響しやすい。特に日本の場合
は，集団で仕事を進めることや，摺り合わせによる仕
事を進める点が在宅勤務の障壁となっており（平野・
江夏 2018），相互依存性の高い職務環境で在宅勤務を
円滑に運用していくことが可能か，さらに研究を深め

る必要がある。

Ⅳ　最後に

　本稿ではまず，在宅勤務と WFC の関係について述
べた。在宅勤務により W → F を低下させることを示
す研究が多いが，F → W については必ずしも良好な
効果をもたらさない可能性もあるため，組織として配
慮することも求められよう。次に，上司や同僚従業員
の寛容度を高める条件については，職務の相互依存性
を含む職場環境要因との関係について述べてきた。こ
うした職場全体に視野を広げることにより，より制度
を利用したい人が利用できる環境づくりに寄与できる
と考えられる。
　世界的に感染症が落ちつき，在宅勤務の研究自体以
前より必要が薄れたと受け止める人もいるかもしれな
い。しかし，コロナ禍と比べて，ポスト・コロナ時代
には非自発的に在宅勤務に参加する労働者が減ると考
えられる。また，法的に在宅勤務が育児支援制度の 1
つに位置づけられるようになると，求められるサポー
トの度合いや寛容度も変化しうるだろう。今後，従業
員のパフォーマンス，メンタルヘルスおよびウェル
ビーイングの向上のために，どのように在宅勤務によ
り生じるメリットを享受するか，あるいはデメリット
を払拭していくか，研究するべき課題は多い。

 1）筆者は，google scholar で “telecommute” OR “telecom- 
muting” OR “remote work” OR “telework” OR “work at 
home” OR “working at home” で引用部分を含めない条件で
検索した（2023 年 12 月 5 日時点）。その結果，合計 5890 件
であり，そのうち，1989 年以前 89 件，1990～1999 年 566
件，2000～2009 年約 885 件，2010～2019 年約 949 件，2020
年以降 3270 件であった。

 2）執筆時点（2024 年 2 月 5 日）では，労働政策審議会から
厚生労働大臣に答申が出されている（厚生労働省 2024 年 1
月 30 日）。

 3）メタ分析とは，「同一のテーマについて行われた複数の研
究結果を統計的な方法を用いて統合すること（山田・井上編 
2020：1）」である。

 4）Gajendran and Harrison（2007）では，W → F と F → W
の違いには焦点を当てていない。
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